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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
チューブ状クラッド材と、上記チューブ状クラッド材内に収容されチューブ状クラッド材
の内表面よりも屈折率の高い非晶質コア材と、からなる光伝送体において、上記非晶質コ
ア材はポリマーポリオールとヒドロキシ基反応性多官能化合物からなる重合体を少なくと
も構成成分として有しているとともに、上記非晶質コア材は、耐候性添加剤として光安定
剤及び酸化防止剤を含んでおり、上記光安定剤はセミカルバゾン系光安定剤であり、上記
酸化防止剤はフェノール系酸化防止剤及びりん系酸化防止剤を含んでいるものであること
を特徴とする光伝送体。
【請求項２】
請求項１記載の光伝送体において、
上記ヒドロキシ基反応性多官能化合物はイソシアネート基を持つ化合物から構成されてい
ることを特徴とする光伝送体。
【請求項３】
請求項１記載の光伝送体において、
上記ヒドロキシ基反応性多官能化合物はイソシアネート基から誘導される官能基を有する
ものから構成されていることを特徴とする光伝送体。
【請求項４】
請求項３記載の光伝送体において、
上記イソシアネート基から誘導される官能基を持つものはイソシアヌレート結合を含むこ
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とを特徴とする光伝送体。
【請求項５】
請求項１～４の何れかに記載の光伝送体において、
上記ポリマーポリオールと上記ヒドロキシ基反応性多官能化合物とからなる重合体を少な
くとも構成成分として有している非晶質コア材は少なくとも一部にゲル状物を含むもので
あることを特徴とする光伝送体。
【請求項６】
請求項１～５の何れかに記載の光伝送体において、
上記非晶質コア材中に微粒子が分散されていることを特徴とする光伝送体。
【請求項７】
請求項６記載の光伝送体において、
上記微粒子の粒径が５０μｍ以下であることを特徴とする光伝送体。
【請求項８】
請求項１～７記載の光伝送体と、この光伝送体の少なくとも一端に配設された光源とを備
えたことを特徴とする照明装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車載用配線・移動体配線・ＦＡ機器配線等の光信号伝送、液面レベルセンサ
ー・感圧センサー等の光学センサー、内視鏡等のイメージガイド、光学機器のライトガイ
ト、携帯電話・デジタルカメラ・腕時計・カーオーディオ・カーナビゲーション・パチン
コ台・スロット台・自動販売機・車両室内外・犬の首輪・キッチン・交通標識・洗面台・
シャワー・浴槽の湯温表示機・ＯＡ機器・家庭用電気製品・光学機器・各種建材・階段・
手すり・電車のホーム・屋外看板等のイルミネーションや照明、液晶表示部のバックライ
ト等として好適な光伝送体と、この光伝送体を用いた照明装置、及び、上記光伝送体の製
造方法に係り、特に、柔軟で可撓性に優れることから容易に任意の形状に配設することが
可能であるとともに、高温高湿の条件下、温水中、及び、長期間直射日光や風雨に晒され
る条件における出射光量の低下が殆どなく、優れた出射特性を長期間安定して維持するこ
とができ、且つ、平面等への配設に際して、より容易且つ確実に固定が行えるものに関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、コア及びクラッドからなり、長さ方向の少なくとも一端から入射された光を他端
又は周方向（側面）から出射させる光伝送体、及び、この光伝送体と光源とを組合せた、
線状の照明装置が種々提案されている。
【０００３】
　この種の光伝送体としては、例えば、透明なコア材と、このコア材よりも屈折率の小さ
なクラッド材とから構成されたものがある。ここで、コア材としては、メチルメタクリレ
ート（ＭＭＡ）等の（メタ）アクリル系ポリマー、クラッド材としては、フッ化ビニリデ
ン－テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体（ＴＨＶ）、四フッ化
エチレン－六フッ化プロピレン共重合体（ＦＥＰ）等のフッ素系ポリマーが、好ましい材
料として挙げられている（例えば、特許文献１、特許文献２、特許文献３参照。）。
【０００４】
　又、別の光伝送体としては、例えば、透明な円筒状のコア材と、このコア材よりも屈折
率が低い透明なクラッド材とからなり、端面に備えられた光学部材から光を出射する構成
のものがある。ここで、コア材としては、シリコーンゴム、シリコーン樹脂等のシリコー
ン系ポリマー、クラッド材としては、フッ化ビニリデン－テトラフルオロエチレン－ヘキ
サフルオロプロピレン共重合体（ＴＨＶ）、四フッ化エチレン－六フッ化プロピレン共重
合体（ＦＥＰ）等のフッ素系ポリマーが好ましい材料として挙げられている（例えば、特
許文献４、特許文献５参照）。
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【０００５】
　尚、本願発明に関連する発明として、当該出願人より特許文献６～特許文献１２が出願
されている。
【０００６】
【特許文献１】特開２００１－７４９４３号公報
【特許文献２】特開２００２－１４８４５１号公報
【特許文献３】特開２０００－１３１５２９号公報
【特許文献４】特開平１１－１４２６５３号公報
【特許文献５】特開２０００－３２１４４４号公報
【特許文献６】国際公開第０３／０２１３０９号
【特許文献７】特願２００２－３１０６３９号
【特許文献８】特願２００３－９７４３号
【特許文献９】特願２００３－１２５０３２号
【特許文献１０】特願２００３－１４６８１３号
【特許文献１１】特願２００３－１６２４３２号
【特許文献１２】特願２００４－０８８６５６号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記従来の構成によると、次のような問題があった。まず、特許文献１
～特許文献３に開示された光伝送体は、可撓性に劣っているため配設作業性が悪く、大口
径になるに従い任意の形状に配設することが困難であるとともに、曲げて使用した場合に
は光量の低下や伝送損失値の増加が著しいことから使用用途が限定されてしまうという欠
点があった。更に、この光伝送体は非常に硬いため、端面を切断しただけでは光を導入す
る際の損失が大きいため出射光量の低下が著しく、少なくとも入射端の研磨加工が必要と
なりコストが高いものとなってしまうという欠点もあった。
【０００８】
　次に、特許文献４、特許文献５に開示された光伝送体は、柔軟で可撓性に優れることか
ら、大口径化した場合にも容易に任意の形状に配設することができるとともに、常態では
、出射光量の低下が殆どなく優れた出射特性を有している。しかしながら、高温高湿度の
条件下や温水中では白濁してしまい、出射光量が著しく低下してしまう欠点があった。
【０００９】
　これらに対して、当該出願人は、コア材として、ポリマーポリオールとヒドロキシ基反
応性多官能化合物からなる重合体を少なくとも構成成分とした非晶質コア材を用いた光伝
送体により、上記問題を解決できることを発明して、先に特許出願（特許文献６～特許文
献９参照。）している。この出願に引き続き当該出願人は、光伝送体の応用として、平面
等への配設に際し、より容易且つ確実に固定が行えるものについて検討しており、特許出
願（特許文献１０、特許文献１１参照）している。当該出願人はこれらの出願を更に発展
するべく、長期間直射日光や風雨に晒される用途での使用を考慮して、これまでの光伝送
体の耐候特性の向上について検討を重ねており特許文献１２を出願したが、特許文献１２
と異なる視点から耐候特性の向上について検討を重ねていた。
【００１０】
　本発明はこのような従来技術の問題点を解決するためになされたもので、その目的とす
るところは、柔軟で可撓性に優れることから大口径化した場合にも容易に任意の形状に配
設することが可能であるとともに、高温高湿の条件下、温水中、及び、長期間直射日光や
風雨に晒される条件における出射光量の低下が殆どなく、優れた出射特性を長期間安定し
て維持することができる光伝送体と、該光伝送体を使用した照明装置を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
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　上記目的を達成するべく、本発明の請求項１による光伝送体は、チューブ状クラッド材
と、上記チューブ状クラッド材内に収容されチューブ状クラッド材の内表面よりも屈折率
の高い非晶質コア材と、からなる光伝送体において、上記非晶質コア材はポリマーポリオ
ールとヒドロキシ基反応性多官能化合物からなる重合体を少なくとも構成成分として有し
ているとともに、上記非晶質コア材は、耐候性添加剤として光安定剤及び酸化防止剤を含
んでおり、上記光安定剤はセミカルバゾン系光安定剤であり、上記酸化防止剤はフェノー
ル系酸化防止剤及びりん系酸化防止剤を含んでいるものであることを特徴とするものであ
る。
　又、請求項２による光伝送体は、上記ヒドロキシ基反応性多官能化合物はイソシアネー
ト基を持つ化合物から構成されていることを特徴とするものである。
　又、請求項３による光伝送体は、上記ヒドロキシ基反応性多官能化合物はイソシアネー
ト基から誘導される官能基を有するものから構成されていることを特徴とするものである
。
　又、請求項４による光伝送体は、上記イソシアネート基から誘導される官能基を持つも
のはイソシアヌレート結合を含むことを特徴とするものである。
　又、請求項５による光伝送体は、上記ポリマーポリオールと上記ヒドロキシ基反応性多
官能化合物とからなる重合体を少なくとも構成成分として有している非晶質コア材は少な
くとも一部にゲル状物を含むものであることを特徴とするものである。
　又、請求項６による光伝送体は、上記非晶質コア材中に微粒子が分散されていることを
特徴とするものである。
　又、請求項７による光伝送体は、上記微粒子の粒径が５０μｍ以下であることを特徴と
するものである。
　又、請求項８による照明装置は、上記の光伝送体と、この光伝送体の少なくとも一端に
配設された光源とを備えたことを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、柔軟で可撓性に優れることから大口径化した場合にも容易に任意の形
状に配設することが可能であるとともに、高温高湿の条件下や温水中、長期間直射日光や
風雨に晒される条件における出射光量の低下が殆どなく、優れた出射特性を長期間安定し
て維持することができる光伝送体と、該光伝送体を使用した照明装置を得ることができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明における光伝送体は、チューブ状クラッド材と、上記チューブ状クラッド材内に
収容されチューブ状クラッド材の内表面よりも屈折率の高い非晶質コア材と、から構成さ
れている。このような光伝送体であれば、クラッド材とコア材の界面において光の全反射
が起こりやすくなるとともに、コア材が非晶質であることから透明度をより向上させるこ
とができるため、光伝送損失を低減させることが可能となる。
【００１４】
　クラッド材の構成材料としては、プラスチックやエラストマーなどのように可とう性が
あり、成形が容易なものであれば何でも良く特に限定されない。例えば、ポリエチレン、
ポリアミド、ポリ塩化ビニル、シリコーン樹脂、天然ゴム、ポリテトラフルオロエチレン
（ＰＴＦＥ）、四フッ化エチレン－六フッ化プロピレン共重合体（ＦＥＰ）、エチレン－
四フッ化エチレン－六フッ化プロピレン共重合体、四フッ化エチレン－パーフロロアルコ
キシエチレン（ＰＦＡ）、ポリクロルトリフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、四フッ化エ
チレン－エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリフッ化ビニリデン、フッ化ビニリデン－四
フッ化エチレン共重合体、フッ化ビニリデン－六フッ化プロピレン共重合体、四フッ化エ
チレンプロピレンゴム、四フッ化エチレン－六フッ化プロピレン－フッ化ビニリデン共重
合体（ＴＨＶ）、フッ化ビニリデン－四フッ化エチレン－六フッ化プロピレン－パーフル
オロメチルビニルエーテル共重合体、ポリパーフルオロブテニルビニルエーテル、ＴＦＥ
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－パーフルオロジメチルジオキソラン共重合体、フッ素化アルキルメタクリレート系共重
合体、フッ素系熱可塑性エラストマーなどのフッ素系ポリマーが挙げられる。これらは、
単独、又は、２種以上をブレンドして用いることができる。又、例えば図１４に示すよう
に、透明なプラスチックやエラストマーからなるチューブ状の成型品２ａの内面に、コア
材３よりも低屈折率のコーティング剤２ｂをコートしたものをクラッド材２として用いる
こともできる。
【００１５】
　上記クラッド材は、断面の形状が異形形状となっていても良い。異形形状としては、平
面等に配設する際に、容易且つ確実に固定が行える形状であれば良い。例えば、被配設部
と光伝送体との接触面積が増加する形状、被配設部に光伝送体を引っ掛けて固定すること
ができる形状などが考えられ、具体的には、三角形、四角形、五角形、六角形などの形状
や、図６～図９に示す形状などが挙げられる（図中において、１は光伝送体、２はクラッ
ド材、３はコア材を示す。）。
【００１６】
　コア材の構成材料としては柔軟性と高温高湿下での経時特性の点から、ポリマーポリオ
ールとヒドロキシ基反応性多官能化合物の重合体が構成成分の一つとして使用される。ポ
リマーポリオールとしては、例えば、ポリオキシプロピレンポリオール、ポリエチレング
リコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコール等のポリオキシアルキレンポリオール
、ウレタン変性ポリエーテルポリオール、シリコーン変性ポリエーテルポリオール等の変
性ポリオキシアルキレンポリオール、ポリエーテルエステルコポリマーポリオール、ポリ
カーボネート系ポリオール、アジペート系ポリエステルポリオールなどの縮合系ポリエス
テルポリオール、ラクトン系ポリエステルポリオールなどの重合系ポリエステルポリオー
ル、又は、これらの共重合体又は混合物などが挙げられる。これらの中でも、ポリオキシ
プロピレンポリオールは、高温高湿度の条件や温水中でも特に優れた出射特性を示すため
好ましい。又、ラクトン系ポリエステルポリオールは、長期耐熱特性、耐候特性に優れ、
高温に晒される条件でも優れた出射特性を示すことから好ましい。ラクトン系ポリエステ
ルポリオールの中でも、カプロラクトンポリエステルポリオールが特に好ましい。
【００１７】
　上記ヒドロキシ基反応性多官能化合物としては、Ｎ－カルボニルラクタム基を持つ化合
物、ハロゲン化物、イソシアネート基を持つ化合物、イソシアネート基から誘導される官
能基を持つ化合物などが挙げられる。イソシアネート基を持つ化合物としては、例えば、
脂肪族系ポリイソシアネート、脂環族系ポリイソシアネート、芳香族系ポリイソシアネー
トなどが挙げられる。イソシアネート基から誘導される官能基を持つ化合物としては、例
えば、イソシアネートをラクタム等公知の方法でブロックしたブロックイソシアネート、
イソシアネート基を公知の方法で多量化したイソシアヌレートを持つ化合物などが挙げら
れる。これらは、単独、又は、２種以上をブレンドして用いることができる。これらの中
でも、イソシアネート基を持つ化合物、又は、イソシアネート基から誘導される官能基を
持つ化合物は、高温高湿の条件下や温水中でも優れた側面出射特性を示すことから好まし
い。イソシアネート基を持つ化合物の中でも脂環族ポリイソシアネートは更に好ましい。
イソシアネート基から誘導される官能基を持つ化合物の中でもイソシアヌレート結合を有
するものは更に好ましい。
【００１８】
　上記コア材に微粒子を分散させることにより、光散乱機能を付与し、入射された光を周
方向（側面）から出射させる側面出射型光伝送体としても良い。
　微粒子としては、まず、無機材料として、石英ガラス、多成分ガラスなどのガラス微粒
子、酸化アルミニウム、酸化チタン、酸化マグネシウムなどの金属酸化物粒子、硫酸バリ
ウムなどの硫酸塩粒子、炭酸カルシウムなどの炭酸塩粒子などが挙げられる。次に、有機
材料として、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）粒子、ポリスチレン粒子、ポリカー
ボネート粒子などやポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、四フッ化エチレン－六フ
ッ化プロピレン共重合体（ＦＥＰ）、四フッ化エチレン－パーフロロアルコキシエチレン
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（ＰＦＡ）、ポリクロルトリフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、四フッ化エチレン－エチ
レン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリビニリデンフルオライド、フッ化ビニリデン－六フッ化
プロピレン共重合体、四フッ化エチレンプロピレンゴム、四フッ化エチレン－六フッ化プ
ロピレン－フッ化ビニリデン共重合体（ＴＨＶ）、ポリパーフルオロブテニルビニルエー
テル、ＴＦＥ－パーフルオロジメチルジオキソラン共重合体、フッ素化アルキルメタクリ
レート系共重合体、フッ素系熱可塑性エラストマーなどのフッ素系ポリマーの粒子などが
挙げられる。これらは、使用するコア材の構成材料や非流動化処理条件、光伝送体の長さ
、側面出射光量、使用条件、又は、微粒子の真比重、形状、粒径、濃度、屈折率などを考
慮して適宜に選択すれば良い。
【００１９】
　微粒子の粒径としては、５０μｍ以下のものが、非流動化処理時に微粒子が均一な分散
状態を保持することができ、ムラのない側面出射特性が得られることから好ましい。但し
、粒径は上記の数値に限定されることはなく、例えば、使用するコア材の構成材料や非流
動化処理条件、光伝送体の長さ、側面出射光量、使用条件、又は、微粒子の真比重、形状
、濃度、屈折率などを考慮して適宜に選択すれば良い。要は、非流動化処理時に、微粒子
が均一な分散状態を保持することができるような条件を吟味して選択すれば良い。
【００２０】
　上記クラッド材及び／又は上記コア材は、耐候性添加剤を含んでいるものである。具体
的な態様としては、コア材中に耐候性添加剤を添加する、クラッド材中に耐候性添加剤を
添加する、クラッド材内表面に耐候性添加剤を塗布する、クラッド材外表面に耐候性添加
剤を塗布する、といったものなどが考えられる。耐候性添加剤としては、例えば、紫外線
吸収剤、光安定剤、酸化防止剤、熱安定剤、などが挙げられ、これらは併用しても構わな
いが、本発明の耐候性添加剤には、これらの内の光安定剤及び酸化防止剤が含まれること
になる。より具体的には、例えば、サリチル酸誘導体、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、
ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤、ヒンダードアミン系光安定剤、セミカルバゾン系光
安定剤、フェノール系酸化防止剤、りん系酸化防止剤、硫黄系酸化防止剤、などが挙げら
れる。
【００２１】
　上記耐候性添加剤の中でも、光安定剤としてセミカルバゾン系光安定剤を使用すること
が好ましい。セミカルバゾン系光安定剤は、耐紫外線性に優れた特性を示すものである。
セミカルバゾン系光安定剤としては、例えば、（１、６－ヘキサメチレンビス（Ｎ、Ｎジ
メチルセミカルバジド））、（１、１、１’、１’－テトラメチル－４、４’（メチレン
ジ－Ｐ－フェニレン）、（ビュレットリ－トリ（ヘキサメチレン－Ｎ、Ｎ－ジメチルセミ
カルバシド）などが挙げられる。又、種々の光安定剤の中でも、非芳香族化合物のもので
あれば、クラッド材若しくはコア材の着色を防止することができるため好ましい。
【００２２】
　又、上記耐候性添加剤の中でも、酸化防止剤としてフェノール系酸化防止剤及びりん系
酸化防止剤を併用することが好ましい。フェノール系酸化防止剤及びりん系酸化防止剤を
併用することで、相乗効果が生み出され、より高度な耐候性を得ることができる。
【００２３】
　上記クラッド材の外周には、必要に応じて光透過性樹脂被覆を形成しても良い。光透過
性樹脂被覆の構成材料としては、透明で、光を透過する材料であれば特に限定されないが
、押出成形性が良好であり、透明性及び機械特性に優れたものが好ましく、例えば、硬質
塩化ビニル、ＡＢＳ、ポリスチロール、ポリアロマー、セルロースアセテート、セルロー
スブチレート、プロピオネート、エチルセルロース、ポリカーボネート、ポリプロピレン
、ＥＶＡ、軟質塩化ビニル、ポリメチルメタクリレート、ポリウレタンなどが挙げられる
。又、光透過性樹脂被覆は、上記した耐候性添加剤を含んでいるものであってもよい。具
体的な態様としては、光透過性樹脂被覆中に耐候性添加剤を添加する、光透過性樹脂被覆
に内表面に耐候性添加剤を塗布する、光透過性樹脂被覆に耐候性添加剤を塗布する、とい
ったものなどが考えられる。
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【００２４】
　上記した光透過性樹脂被覆を構成する材料の中でも、厚さ０．２５ｍｍにおける可視光
領域の光線透過率が８０％以上であるものが好ましい。こうすることにより、クラッド材
内部での光の散乱や吸収を抑えることができるため、伝送損失を少なくすることができる
とともに、有色光を発光させる際に、設計で意図した色の光を鮮明な色彩で放つことが可
能となる。尚、可視光領域の光線透過率はＪＩＳ　Ｋ　７１０５（１９８１）に準拠して
測定される。又、上記した光透過性樹脂被覆を構成する材料としては、耐熱温度が１００
℃以上であるものが好ましい。こうすることにより、光伝送体としての耐熱性を向上させ
ることができるとともに、光伝送体を製造する際のコア材を非流動化処理する熱によって
、光透過性樹脂被覆が劣化してしまうことを防止できる。
【００２５】
　上記光透過性樹脂被覆は、断面の形状を異形形状としても良く、異形形状としては、平
面等に配設する際に、容易且つ確実に固定が行える形状であれば良い。例えば、被配設部
と光伝送体との接触面積が増加する形状、被配設部に光伝送体を引っ掛けて固定すること
ができる形状などが考えられ、具体的には、三角形、四角形、五角形、六角形などの形状
や、図１０～図１３に示す形状などが挙げられる（図中において、１は光伝送体、２はク
ラッド材、３はコア材、４は光透過性樹脂被覆を示す。）。尚、光透過性樹脂被覆４は光
伝送体の長さ方向全体に渡って形成しても良いし、一部分のみに形成しても良い。
【００２６】
　本発明における光伝送体は、上記の構成材料を使用して、例えば、以下に示すような方
法によって製造する。まず、クラッド材を押出成形等により異形形状のチューブに成形す
る。次いで、このクラッド材の内部に流動状態のポリマーポリオールとヒドロキシ基反応
性多官能化合物を少なくとも充填する。ここで「少なくとも」とは、ポリマーポリオール
とヒドロキシ基反応性多官能化合物の重合体を構成成分として有しているものであれば良
く、耐候性添加剤などその他の成分を含む場合も当然のことながら想定されるものである
。尚、側面出射型光伝送体とする場合は、このときに合わせて微粒子を混合して充填する
。更に、ポリマーポリオールとヒドロキシ基多官能化合物を、例えば、加熱などにより反
応させ非流動化処理を施す。ここで、流動状態のポリマーポリオールとヒドロキシ基反応
性多官能化合物（及び、微粒子）の混合物を、クラッド材の内部に充填する前に、ポリマ
ーポリオールとヒドロキシ基多官能化合物に加熱などの前処理を行い、粘度を高めておく
ことも考えられる。こうすることにより、非流動化処理の時間を短縮できるとともに、側
面出射型光伝送体とする場合は、微粒子の分散状態をより均一なものとすることが可能で
ある。
【００２７】
　流動状態のポリマーポリオールとヒドロキシ基反応性多官能化合物と、微粒子の混合物
をクラッド材の内部に充填する方法としては、例えば、真空ポンプやチューブポンプを使
用する方法や、加圧充填する方法が挙げられる。又、別の方法として、例えば、クラッド
材を押出成形法によりチューブ状に成形する際に、同時に流動状態のポリマーポリオール
とヒドロキシ基多官能性化合物と、微粒子の混合物を充填する方法も考えられる。こうす
ることにより、長尺の光伝送体を連続して製造することが可能である。
【００２８】
又、光透過性樹脂被覆を形成する場合は、クラッド材の内部に流動状態のポリマーポリオ
ールとヒドロキシ基反応性多官能化合物を充填する前に、クラッド材の外周に光透過性樹
脂を押出被覆する方法、先にクラッド材内に流動状態のポリマーポリオールとヒドロキシ
基反応性多官能化合物を充填し、非流動化処理をして、その後に、光透過性樹脂被覆を押
出被覆により形成する方法、予めチューブ状にした光透過性樹脂被覆をクラッド材の外周
に被せる方法などが挙げられる。これらの方法の中でも、クラッド材の内部に流動状態の
ポリマーポリオールとヒドロキシ基反応性多官能化合物を充填する前に、クラッド材の外
周に光透過性樹脂を押出被覆する方法であれば、製造が容易でクラッド材と光透過性樹脂
被覆が確実に密着することになるとともに、コア材が、光透過性樹脂を押出被覆する際の
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熱に晒されて変質することがなく、光伝送体としたときにその特性を劣化させることがな
いので好ましい。
【００２９】
　本発明においては、上記の光伝送体の少なくとも一端に光源を配設し、図２に示すよう
な照明装置１０とすることも考えられる。光源５としては、従来公知の発光素子、例えば
、ＬＥＤ（発光ダイオード）やＬＤ（レーザダイオード）などが使用可能である。又、光
源５の発光色や設置個数については、特に限定されることはなく、例えば、発光色が赤、
青、緑、黄、橙、白等のＬＥＤから適宜選択したり、複数個のＬＥＤを組合せたりするこ
とにより、様々な発色を得ることや、光量を増大させることができる。
【００３０】
　尚、光伝送体１として、入射された光を周方向（側面）から出射させる側面出射型光伝
送体を使用した場合、光源を光伝送体１の片端だけでなく、両端に配設することも考えら
れる。こうすることにより、より高輝度な発光を得ることが可能となるとともに、夫々の
端で異なる発光色の光源５を用いることによって、照明装置１０の長さ方向で徐々に変色
しながら発光させることもでき、多彩な装飾表現が可能となる。
【００３１】
　又、光伝送体を屈曲した状態で保持する場合には、図３～５に例示するように、光伝送
体を屈曲した状態で固定保持できるような固定手段６を使用しても良い。この際、図３に
示すように、光伝送体１の少なくとも１つの端面が、固定手段６の少なくとも一部の平面
と同一平面上に保持されていれば、光伝送体１の端部において、変形や位置のずれが生じ
ることはないことから、以下のような効果が得られるため好ましい。まず、光伝送体１の
光源５側の端面を固定した場合、光源５と光伝送体１の端面の距離は再現性の良いものが
得られることから、光伝送体１への入射光量は均一なものとなる。そのため、大量生産し
た際、個々の出射光量のバラツキが減り、品質を安定させることができる。又、光伝送体
１の光源５側とは他方の端面を固定した場合、端面から光を出射させる際に出射方向を安
定させることができるため、被照射物への光量が均一になるとともに、美しい装飾が可能
になる。
【実施例】
【００３２】
　以下に、図１を参照して本発明の端面出射型光伝送体に関する実施例を比較例と併せて
説明する。
【００３３】
実施例１
　コア材３を構成する材料として、ポリマーポリオールとしてポリオキシプロピレントリ
オール１０ｇとポリオキシプロピレンジオール１０ｇを使用し、イソシアヌレート結合を
有するヒドロキシ基反応性多官能化合物としてコロネートＨＸ（日本ポリウレタン工業社
製）２０ｇを使用し、セミカルバゾン系光安定剤として（１、６－ヘキサメチレンビス（
Ｎ、Ｎジメチルセミカルバジド））０．１ｇを使用し、更に、フェノール系酸化防止剤と
して（３、９－ビス［２－｛３－（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニ
ル）プロピオニルオキシ｝－１、１－ジメチルエチル］－２，４－８，１０－テトラオキ
サスピロ〔５，５〕ウンデカン）０．１ｇ、りん系酸化防止剤として（２、２’－メチレ
ンビス（４，６－ジ－第三ブチルフェノール）オクチルホスファイト）０．１ｇを使用す
る。又、クラッド材２を構成するチューブとして、ＦＥＰからなる外径が３．６ｍｍのチ
ューブを使用する。このチューブ内に上記のコア材３を構成する材料を混合して充填し、
１００℃で加熱してコア材３に非流動化処理を施し、両端を切断して光伝送体１を得た。
【００３４】
比較例１
　コア材３を構成する材料として、光安定剤及び酸化防止剤を添加しなかった他は、実施
例１と同様にして光伝送体１を得た。
【００３５】
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　コア材３として、ＰＭＭＡ系のプラスチック材料を使用した他は、実施例１と同様にし
て光伝送体１を得た。
【００３６】
比較例３
　コア材３として、市販の２液混合タイプのポリオルガノシロキサンを使用した他は、実
施例１と同様にして光伝送体１を得た。
【００３７】
　ここで、本実施例による端面出射型光伝送体の特性を評価するために、以下に示すよう
な試験を実施した。
【００３８】
端面状態の観察：
各試料の両端の切断面を目視にて観察した。結果を表１に示す。
可撓性：
質量５０ｇのおもりを吊り下げた長さ１００ｍｍの光伝送体１の一端を水平状態に固定し
、水平面に対してたわむ距離を測定した。結果を表１に示す。
光伝送特性：
（Ａ）初期出射特性
各試料１０００ｍｍを直線状態に配設して光量保持率の測定を行った。光量保持率は、白
色ＬＥＤから出射する光量と、測定する光伝送体１の片端から白色ＬＥＤを入射したとき
の他端からの出射光量をそれぞれ照度計で測定し、次式を用いて算出した。〔光量保持率
（％）＝光伝送体出射光量／ＬＥＤ光量×１００〕
結果を表１に示す。
（Ｂ）伝送損失値
各試料の伝送損失値は、光源として白色ＬＥＤを用い３ｍ－１ｍカットバック法で測定し
た。結果を表１に示す。
（Ｃ）曲げ特性
各試料を自己径の１３．５～３．５倍の半円に曲げた状態で光量保持率の測定を行い、上
記の初期特性試験で得られた光量保持率からの変化率を算出した。結果を図１６に示す。
（Ｄ）耐温水特性
各試料を６０℃の温水中に所定時間放置した後取出し、室温で３０分間放置し、その状態
で光量保持率の経時変化を測定した。結果を図１７に示す。
（Ｅ）耐候特性（黄色度）
各試料をキセノンウェザーメーターにて以下の条件に曝した。
　（１）６３℃、５０％ＲＨ×１５６分
　（２）２０℃純水スプレー、９５％ＲＨ×２４分
　この間３００～４００ｎｍ、１８０Ｗ/ｍ２紫外線連続照射
　（１）、（２）を１サイクルとして１２５サイクル
試験後、次式を用いて黄色度を算出した。
〔黄色度＝１００×（１．２８Ｘ－１．０６Ｚ）／Ｙ〕
Ｘ、Ｙ、Ｚの値は、輝度計測定から得られる三刺激値を利用した。結果を表２に示す。
【００３９】
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【表１】

【００４０】

【表２】

【００４１】
　これらの試験結果から次のことが判明した。まず、端面状態であるが、本実施例による
光伝送体１は、切断面が平滑であり、端面の研磨加工等は不要であった。これに対して、
比較例２の光伝送体は、切断面に凹凸が見られため約２０秒間研磨加工を施す必要があっ
た。
【００４２】
　次に、可撓性であるが、本実施例によるものは、比較例２に比べると著しく可撓性に優
れていた。
【００４３】
　次に初期出射特性であるが、本実施例によるものは優れた光量保持率を示していた。
【００４４】
　次に、伝送損失値であるが、本実施例によるものは約１デシベル毎メートル程度であり
、充分な光伝送性能を示していた。
【００４５】
　次に、曲げ特性であるが、本実施例によるものは、比較例２に比べて優れた光量保持率
を示していた。又、本実施例によるものは、曲げ半径を自己径の３倍とした場合にもコア
材３とクラッド材２が剥離するようなことはなかった。
【００４６】
　次に、耐温水特性であるが、本実施例によるものは温水中における光量低下がほとんど
なく、優れた光伝送特性を長期間安定して維持していた。これに対して、コア材３として
ポリオルガノシロキサンを使用した比較例３は、５０時間経過後に、白濁してしまい出射
光量の測定が不可能となってしまった。
【００４７】
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　次に、耐候特性（黄色度）であるが、本実施例によるものは、キセノンウェザーメータ
ーによる試験終了後も、黄色度は、７５に抑えられており、優れた耐候特性を示していた
。これに対して、耐候性添加剤を添加していない比較例１は、黄色度が１２０以上であり
、黄変していることが確認された。
【００４８】
　続けて、図１を参照して本発明の側面出射型光伝送体に関する実施例を比較例と併せて
説明する。
【００４９】
実施例２
　コア材３を構成する材料として、ポリマーポリオールとしてはポリオキシプロピレント
リオール１０ｇとポリオキシプロピレンジオール１０ｇを使用し、イソシアヌレート結合
を有するヒドロキシ基反応性多官能化合物としてはコロネートＨＸ（日本ポリウレタン工
業社製）２０ｇを使用し、セミカルバゾン系光安定剤として（１、６－ヘキサメチレンビ
ス（Ｎ、Ｎジメチルセミカルバジド））０．１ｇを添加し、更に、フェノール系酸化防止
剤として（３、９－ビス［２－｛３－（３－第三ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフ
ェニル）プロピオニルオキシ｝－１、１－ジメチルエチル］－２，４－８，１０－テトラ
オキサスピロ〔５，５〕ウンデカン）０．１ｇ、りん系酸化防止剤として（２、２’－メ
チレンビス（４，６－ジ－第三ブチルフェノール）オクチルホスファイト）０．１ｇを使
用する。又、クラッド材２を構成するチューブとして、ＦＥＰからなる外径が３．６ｍｍ
のチューブを使用する。又、微粒子として、平均粒径５μｍのガラスビーズ０．０１ｇを
使用する。上記のチューブ内に上記のコア材３を構成する材料と上記の微粒子を混合して
充填し、１００℃で加熱してコア材３に非流動化処理を施し、両端を切断して光伝送体１
を得た。
【００５０】
実施例３
　微粒子として平均粒径７０μｍのガラスビーズ０．０１ｇを使用した他は、実施例２と
同様にして光伝送体１を得た。
【００５１】
比較例４
　コア材３を構成する材料として、光安定剤及び酸化防止剤を添加しなかった他は、実施
例２と同様にして光伝送体１を得た。
【００５２】
比較例５
　コア材３として、ＰＭＭＡ系のプラスチック材料を使用した他は、実施例２と同様にし
て光伝送体１を得た。
【００５３】
比較例６
　コア材３として、市販の２液混合タイプのポリオルガノシロキサンを使用した他は、実
施例２と同様にして光伝送体１を得た。
【００５４】
　ここで、本実施例による側面出射型光伝送体の特性を評価するために、以下に示すよう
な試験を実施した。
【００５５】
端面状態の観察：
光伝送体１の両端の切断面を目視にて観察した。結果を表３に示す。
可撓性：
質量２００ｇのおもりを吊り下げた長さ２００ｍｍの光伝送体１の一端を水平状態に固定
し、水平面に対してたわむ距離を測定した。結果を表３に示す。
側面出射特性：
（Ａ）初期特性
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各試料約４００ｍｍを直線状態に配設して側面出射光量の測定を行った。側面出射光量は
、光源としての白色ＬＥＤを原点とし、そこから所定の位置での側面出射光量を照度計で
測定した。結果を図１８に示す。
（Ｂ）耐温水特性
各試料約４００ｍｍを６０℃の温水中に所定時間放置した後取出し、室温で３０分間放置
する。そして、直線状に配設した状態で側面出射光量の初期値からの出射光量変化率を測
定した。出射光量変化率は、光源としての白色ＬＥＤを原点とし、そこから２００ｍｍの
位置における側面出射光量を照度計で測定し、算出した。結果を図１９に示す。
（Ｃ）均一性
各試料約４００ｍｍを直線状に配設して側面出射光量の測定を行った。側面出射光量は、
光源としての白色ＬＥＤを原点とし、そこから２００ｍｍの位置において、同一円周上の
任意の点（０°）及びその点に対向する点（１８０°）について側面出射光量を照度計で
測定した。結果を表４に示す。
（Ｄ）耐候特性（黄色度）
各試料をキセノンウェザーメーターにて以下の条件に曝し、試験後の黄色度を評価した。
　（１）６３℃、５０％ＲＨ×１５６分
　（２）２０℃純水スプレー、９５％ＲＨ×２４分
　この間３００～４００ｎｍ、１８０Ｗ/ｍ２紫外線連続照射
　（１）、（２）を１サイクルとして１２５サイクル
結果を表４に示す。
【００５６】

【表３】

【００５７】
【表４】

【００５８】
　これらの試験結果から次のことが判明した。まず、端面状態であるが、本実施例による
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光伝送体１は何れも切断面が平滑であり、端面の研磨加工等は不要であった。これに対し
て、比較例５の光伝送体は、切断面に凹凸が見られため約２０秒間研磨加工を施す必要が
あった。
【００５９】
　次に、可撓性であるが、本実施例によるものは何れも比較例５に比べて著しく可撓性に
優れていた。
【００６０】
　次に、初期出射特性であるが、本実施例によるものは何れも、光源からの距離に係わら
ず安定した側面出射光量が得られており、優れた側面出射特性を示していた。
【００６１】
　次に、耐温水特性であるが、本実施例によるものは何れも温水中における側面出射光量
の低下が殆どなく、優れた側面出射特性を長期間安定して維持していた。これに対して、
コア材３としてポリオルガノシロキサンを使用した比較例６は、５０時間経過後に白濁し
てしまい、側面出射光量の測定が不可能となってしまった。
【００６２】
　次に、均一性であるが、実施例２によるものは、同一円周上で均一な側面出射光量が得
られていた。これに対して、使用した微粒子の粒径が本発明の好ましい範囲の上限値（５
０μｍ）を超える実施例３は、実使用上は問題ないものの、同一円周上で側面出射光量に
若干のバラツキが見られた。
【００６３】
　次に、耐候特性（黄色度）であるが、本実施例によるものは、キセノンウェザーメータ
ーによる試験終了後も、黄色度は、７２～７５に抑えられており、優れた耐候特性を示し
ていた。これに対して、耐候性添加剤を添加していない比較例４によるものは、黄色度が
１２０であり、黄変していることが確認された。
【００６４】
　本願発明は上記の実施例のみに限定されるものではない。例えば、本願発明の実施例２
，３では、周方向の全周に渡って発光させる側面出射型光伝送体を例示したが、コア材と
クラッド材の間やクラッド材の外周に、光を反射する層や部材を設けたり、光を反射する
塗料を塗布したりすることにより、特定部分のみを発光させることが可能な指向性を持っ
た側面出射型光伝送体とすることも考えられる。又、クラッド材表面に文字などをマーキ
ングし、浮き彫りに光らせるといったことも考えられる。
【００６５】
　又、本発明による光伝送体は、クラッド材及び／又はその外周に形成される光透過性樹
脂被覆を異形形状にすることができるため、例えば、図１５に示すような形態とすること
もできる。このような形態とすれば、筐体等の表面に形成された溝等に光伝送体を容易に
嵌合させることができ、配設作業を非常に容易且つ確実とすることができる。又、本発明
による光伝送体は、可撓性に優れているので、図１５のような異形形状であっても屈曲に
よりコア材３とクラッド材２が剥離してしまうことはなく、複雑なパターンに配設するこ
とが可能である。
【産業上の利用可能性】
【００６６】
　以上詳述したように本発明によれば、柔軟で可撓性に優れることから大口径化した場合
にも容易に任意の形状に配設することが可能であるとともに、高温高湿の条件下、温水中
、及び、長期間直射日光や風雨に晒される条件における出射光量の低下が殆どなく、優れ
た出射特性を長期間安定して維持することができる光伝送体と、該光伝送体を使用した照
明装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００６７】
【図１】実施例を表す図で、光伝送体を示す一部切欠斜視図である。
【図２】実施の形態の一例を表す図で、照明装置を示す概略断面図である。
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【図３】実施の形態の一例を表す図で、光伝送体と固定手段を嵌合させた状態を示す斜視
図である。
【図４】実施の形態の一例を表す図で、固定手段を用いた照明装置を示す概略断面図であ
る。
【図５】実施の形態の一例を表す図で、固定手段を用いた照明装置を示す分解斜視図であ
る。
【図６】実施の形態の一例を表す図で、クラッド材を異形形状とした光伝送体を示す断面
図である。
【図７】実施の形態の一例を表す図で、クラッド材を異形形状とした光伝送体を示す断面
図である。
【図８】実施の形態の一例を表す図で、クラッド材を異形形状とした光伝送体を示す断面
図である。
【図９】実施の形態の一例を表す図で、クラッド材を異形形状とした光伝送体を示す断面
図である。
【図１０】実施の形態の一例を表す図で、異形形状の光透過性樹脂被覆を形成した光伝送
体を示す断面図である。
【図１１】実施の形態の一例を表す図で、異形形状の光透過性樹脂被覆を形成した光伝送
体を示す断面図である。
【図１２】実施の形態の一例を表す図で、異形形状の光透過性樹脂被覆を形成した光伝送
体を示す断面図である。
【図１３】実施の形態の一例を表す図で、異形形状の光透過性樹脂被覆を形成した光伝送
体を示す断面図である。
【図１４】他の実施の形態を表す図で、光伝送体を示す一部切欠斜視図である。
【図１５】他の実施の形態を表す図で、光伝送体の斜視図である。
【図１６】端面出射型光伝送体における曲げ特性試験の結果を示す図である。
【図１７】端面出射型光伝送体における耐温水特性試験の結果を示す図である。
【図１８】側面出射型光伝送体における初期出射特性試験の結果を示す図である。
【図１９】側面出射型光伝送体における耐温水特性試験の結果を示す図である。
【符号の説明】
【００６８】
　１　光伝送体
　２　クラッド材
　３　コア材
　４　光透過性樹脂被覆
　５　光源
　６　固定手段
　１０　照明装置
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